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ザイエンスリンケージ 計測手法を用いた 
R ぬ D のイノベーション 評価 

0 新宅俊之，後藤 晃，鈴木 潤 ( 東大先端 研 ) 

i はじめに 

昨今、 「技術変化と 科学との関係」を 研究する動きが 活 

発になってきている。 最近では玉田俊平太 [1 により第二 

別 対応 表は ついては 156 課にも及ぶため 本論文への識 

別標記表の掲載は 割愛した。 ) 渓 ただし総務関係組織は 

今回の分析対象外としている。 

期 科学技術基本計画における 重点 4 分野 ( バイオ、 ナノ 

テク、 環境、 1T 哨 ) を 対象とした サ イェンスリンケージの 研究 

が 注目を集めている。 そこでこの計測手法を 応用し、 NT 

丁と レづ - 企業の研究所に 的を絞り応用研究することで 情 

報 通信イノベーションや TT イ / ベ - ションと NTT 。 R 技 D と 

の 関係を明確にし、 且 つ 企業における 研究開発マネジ 

メント @ こ 有効な ツ一 ルと 成りうる事を 証明し 、 更に N 

T ザの 研究組織の制度設計への 一 提言へと結び 付けてい 

< 
。 分析対象 :N て丁の公開特許公報、 特許公報 

。 分析期間 :1993 年 1 月～ 2002 年 12 月の 10 年分 

りのサイエンスリンケージの 分析 

N 丁丁のそれぞれの 研究所の最小組織単位であ る 課別 

のサ イェンスリンケージを 分析することにより、 最終的に得 

られる結果を「研究組織の 制度設計」 へ 応用できるよ う に 

した " 課別のザ イェンスリンケージの 分析にあ たってば特 

許データベースにおける 発明者名と N ユ丁研究員名デー 

タベースのマッチンバにより 実施した。 % 分析し易いように 

研究所に識別標記をつけた。 

。 分析期間ガ 002 年公開特許広報 

。 N 丁丁研究員名簿 :2004 年時点 

  マッチンバ率 :73% 

図 2.2 各研究所の部別対応 表 

下図 2.3 は 全 156 課における サ イェンスリンケージと 特 

許リンケージをもと @ こ 分析を実施した 散布結果であ る。 散 

布図は縦軸に「特許 1 件あ たりの科学論文引用数」、 

に「特許 1 件 あ たりの特許 a@ 数」となっており、 サイェン 
スリンケージと 特許リンケージを 合わせて総合的に 評 

た 散布結果となっている。 Ⅹこのあ と実施するクラスタ 一 

分析の精度を 上げるため散布数値比べき 乗 変換させたも 

のを利用している。 
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図 2.3 食 156 課の ザ イェンスリンケージと 特許リンケージ 

の散布状況 

図 2.1 N 丁丁研究所の 組織構 お妊 1999 年 2 月～ ) 

課 別の分析にあ たり、 どの研究所のどの 部の下部組織 

であ ることが分かるよ う に研究所の識別標記の 後ろに付 

与された部の 番号の更に後ろに 番号を付与する 形式をと 

った。 ( 米 部別対応 表 に関しては図 2 戊の通り示した。 課 

この散布結果をもとにクラスタ 一分析を実施し、 ザイン 
ェ ンスリンケージと 特許リンケージによる 総合的なグルー 

プ分けを行った 結果が下図 2 。 4 となっている " クラスタ一 

分析の精度を 上げるため、 下記の荏変数を 利用している。 

( 変数 1- 特許 1 件 あ たりの科学論文引用数、 変数㌻科学 

  



論文引用比率、 変数 3: 特許 1 件あ たりの特許引用数、 変 

数 4: 特許引用比率 ) 

。 クラスタ一の 数     5   
m @i@fcfc ， ， Jo@@@@xsisa@ "" " """ 『 

図 2 月タラスタ一分析によるグルーピンバ 結果 

図 2 。 5 各バループの 主な研究内容と 研究員数 

ザイェンスリンケージが 高 い 研究内容は音声画像系、 

セキュリ テ七 暗号系。 ユビキ タス系、 光来、 ナか バイオ系 、 

ぽ 電話系となっており、 これからの時代の 中心を担って い 

く技術であ る事が明確に 分かる " それに対して サ イェンス 

リンケージも 特許リンケージも 少ない研究内容は N 

送系 ( 交換機 ) と環境系となっている。 また各バループに 

配置させている 研究員数を分析してみると、 殆巴 ンケー 

、 ジ のない研究内容に 約 10 ㈱人近くの研究員を 割り当てて 

いる事が分かる。 しかも上記結果は 特許を申請している 

N 丁丁は穏 99 年 7 月 [ 日に分離分割してから、 

は持ち株会社に 所属する れ づ整理になった。 し ； 

所の研究開発費は 大半が事業会社 力 、 らの研究開 

金 によって賄われる 制度になった。 そのため。 より事業会 

社の要望する 研究開発を実施する 事を余儀なくされる 状 

況 となっている。 

喪失の大きな 原因 

1995 年以降のインターネットブームによる 交換機設備 

の lp 化と レ りのも研究所の 威厳喪失の大きな 要因として 

挙げられる。 NT 与は次世代交換機設備として 新 ノードの 

0 年代前半にかけて。 莫大 

を投じて実施してきた。 し 力も 、 そ 

の新 ノード開発完了と 共にインターネットブームが 巻き起 

こり、 時代はぽ化の 時代に突入した。 そ 

機から 新 ノードへの切り 替えが 薦醸 され。 かつ不運にもそ 

の時に NTTT 分離分割が重なり、 更に新ノード 切り替えへ 

の更なる ハ 一ドルとなっていった。 時代は高価な 交換機 

力ち 安価なルータへと 切り替わって 行っていた。 莫大な研 

充員と研究開発費を 費やして開発された 新 ノード け 時代 

にマッチしたものではなくなっていた。 それは 約 

渡り圧倒してきた 電話交換機設備の 研究開発 

威喪失をも意味していた。 

21 世紀に入り N ず ずの研究 発 戦略としては かゾ ナント 

コミュニケーションを 実現するべく ユビキ タスネッ㌻ワーク 関 

係や光ネットワーク 関係を中心にやりたいとしづ 方向性を 

打ち出している。 し曲 2 ㏄ 3/2 ㈱ 5%0 6 年五月号の日経 

ヱ - レクトロー _ クス [2] において井上文ニ 取締役 ( 第三部門 

長技術戦略担当 ) は ド 記のようなビジョンを 語っている。 

課 をあ くまでも対象としており。 特許自体を申請していな 図 4.1 N7 丁研究開発戦略トップの 方針との一致 

い課も含めると、 約 1200 人の研究員を 割り当てている 事 。 研究所はもっと 要素技術をやるべきだ 

になる。 しかも昨今の N 丁丁研究所は、 このリンケージのな 。 今後。 基礎的な研究テーマとして 量子コンピュータ やナ 

い グループに研究員をシフトして 行こ う とする傾向にあ り、 / バイオ。 サイェン ス に法力していく 

その傾向に歯止めがかからない 状況下にもあ る " 。 今後、 電話網を IP 網へ 置き換えていくわけだが、 ルータ 
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などの通信装置は 海外から買ってくるだけになるかもし 

れない 

つまり図 4% におけるリンケージの 高い分野の研究内容 

を中心に実施していきたいと 思っている。 それはサイエン 

スリンケージの 分析 とレづ 全く純粋な科学的な 分析手法と 

実際の現場の 研究開発戦略担当トップの 意見とが見事に 

一致した結果でもあ る。 

5 

提案を前に サ イェンスリンケージについて 言及しておく 

必要があ る。 現在世間一般に「技術変化と 科学との関係」 

を研究する動きが 活発になってきており。 且つ長期的経 

済成長の要因は、 労働や資本の 投入もさることながら、 技 

術変化によってその 多く 力油 たらされる事が 明らかになっ 

ており、 科学が技術変化をもたらすとされる 要素の 一 っと 

して認識されている。 

その指標化の 一 っとして ザ イェンスリンケージがあ る。 

つまり ザ イェンス 兜ノ ケージが高い ヨづ ことは将来的に 長 

期的経済成長をもたらす 可能性が大きいと ノづ 事になる。 

言い換えると。 その ザ イェンスリンケージが 低いところに 入 

的 資源、 研究開発費用をつぎ 込む事は避けるべきと レづ 

提案も一つ生まれてくる。 

そこで ザ イェンスリンケージが 低 く、 かつ事業会社から 

けやすい交換機関係の 研究所と環境系の 研 

  

下記の分析結果を 導き出した。 

。 分析期間 :1ggH 年 特許公報 

。 N 丁丁研究員名簿 :1 ㏄ 3 年時点 

図 6,1,l NTT 研究所の組織構成㏄ 993 年 )   
  るやボイ 合 。 。 " 。 q 。 。 "" 。 タ ㍉ 目 1..   

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

    
図 6.E.2 クラスタ一分 る @ こ よるグルーピンバ 結果   

  

図 5. エ NT Ⅰ研究所の組織の 見直しの提案 図 6 。 & 。 3 各バループの 主な研究内容 

6 サイェンスリンケージの 分析の妥当 上記分析結果が 示す通り 2002 年の公開特許公報では 
ザイェンスリンケージ とレ づ分析手法を「技術変化の 目 リンケージの 全くないグループにバルーピンバされていた 

利き」に利用し、 更に「研究組織の 制度設計」の 応用研究 N 。 伝送系 ( 交換機系 ) の研究が 1 ⑲ 5 年の特許公報 

に利用する有効性をここで 確認しておきたい。 上記までの ( 凶 実際に申請されたのは L 鰯 0 年代後半の特許 ) ではリ 

分析結果は 2002 年の公開特許公報を 利用したものであ ンケージの高いグループに 多数グルー ヒ " ノバ されている 

るが、 それよりも過去の 特許公報などを 分析する事により。 事が確認できる " 

その有効性を 確認する。 その代表として AT 通信技術そファクシミリ 通信技術 
8 。 I 究 所の 課別の サイエンスリンケー などがそれにあ たる。 この分析結果からも 分かるよ う に 、 そ 
ジの の時代にマッチンバした 研究開発技術 は リンケージの 高 

上記 2 章江おいて実施した 内容と全く同字、 法を用いて いグループにバルーピンバされる 傾向にあ ると レづ 事がま 
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ず 確認できる。 逮 2002 年の公開特許公報の 分析 ( 図 2.5) 
においては全くリンケージのないグループに 集 申してしま 

ったのは「技術の 成熟」がもたらすリンケージ 数値の減少 

と判断できる。 

領域があ るとレラ事が 分かった。 事実、 Ma れ而 Meyer[3] の 

論文ではザイエンスリンケージ とレづ 分析手法が有効でな 

い領域の代表としてソフトウェアがあ ると説明している。 且 

つ NTTT 第三部門でのヒヤリンバからも N Ⅳ。 伝送系 ( 交換 

機系 ) のソフトウェア 関係の研究において 特許を書くのに 

科学論文や他の 特許を引用する 事は殆どないとの 事だっ 

た 。 この事実は NT Ⅰ研究所で N 。 伝送系 ( 交換機系 ) 研 

究に従事している 大量の研究員の 約半数以上が ソフ ㌻ウ 

ェア系であ ると レづ 現状から判断すると 驚きの内容であ り、 

この内容を十分に 反映させて組織の 見直しを検討してい 

く必要がでてくる。 

まとめると 5 章図 5. 王にて「組織の 見直し」として 説明し 

ている部分の 中にも下図 7,1 に示す通り、 元 セリンケージ 

とは無縁であ りながら最先端の 研究をしているグループも 

存在している。 そのため元々リンケージとは 無縁の研究 グ 

図 6.i.4 2005 年研究開発成果の 重なり具合 

また 20 ㏄ 年 1 月 号の日経エレクトロニクス [2 挺おいて 井 

ループを除いて 組織の見直しを 実施する れづ 事が更に 

べ タ 一な提案であ ると考えられる。 

五友二取締役 ( 第三部門長技術戦略担当 ) が 20 ㏄年の 

研究開発成果 ( 図 6 。 1 。 4 、 ①～⑤ ) を語っているが、 それを 

上記分析結果図 2,5 に重ね合わせてみると、 また見事にリ 
ンケージの高いグループに 重なっている 事が確認、 でき 

る。 

長期計画を 2005 年 N 同 g 

日 に発表した。 これは N 何分離分割以後の N 丁丁グルー 

プ 全体の動きであ る N 設備はそれぞれの 会社で構築 

すると レづ 基本概念を覆す 内容であ った。 2010 年の構築 

完了を目標に NG 凶 構想を立ち上げた。 これは 凶 丁丁衰日 図 7.1 組織の見直しの 再 提案 ( 灘 ATM などのハード 系 

本 。 N 丁丁西日本だけでなく N 丁丁ドコモなどのバループ 会 の 研究 は約 10 年前、 リンケージの 高い研究だったが、 

桂一体となった 新 N 設備構築構想であ り、 現在の N ユぼ 「技術の成熟」と 共に現在ほリンケージが 低い ) 

グループ体制の 見直しを予感させる 内容でもあ った。 更 おわ 冤こ 

にこれに合わせて NTT の R 技 D 戦略のトップであ る井上 ザ イェンスリンケージ 計測手法は、 それが有効な 研究 

友二取締役が 2006 年 1 月 号の日経エレクトロニクスのコメ 領域と有効でない 研究領域を明確にした 上で、 企業の良 

ント で、 今後は NGN 構築に向けて 注力 していくとのコメン D のイノベーション 評価及び企業に 靭 、 する研究組織の 

トも 出している。 制度設計に利用していく 事は非常に有効であ ると考える 

この NGN 構想に関する 研究は 2002 年公開特許公報 れる。 今後、 N 丁丁研究所の 研究員へ 鳴 @ に関するアン 

0 分析結果 ( 図 2.5) のどのグループにバルーピンバされ ケート」を実施させて 頂く事で更に 研究のレベルを 上げ、 

ているのかを 分析していくと、 当然、 リンケージの 高いグル N ほぼだけでなく 他 企業においての 有効性も立証していき 

一プに 多数存在していることは 事実なのだが。 実はリンケ たいと，思っている。 

一ジが 全くないグループにも 存在している 事が分かった。 謝辞 : 本分析にあ たり多大なるご 協力を頂いた N 丁丁第三 

備に関する最先端の 研究をしていながら 謝の意を表したい。 
ないところにグルーピンバされている 課が 

多数存在している 事になる。 田 玉田俊平太 : 「重点 4 分野におけるザイン ェ ンスリンケ 

ージの計測」、 経済産業研究所 (200 の 

  ヒ記 までの分析結果から、 サイェンスリンケージとり づ @2@ 日経エレクトロニクス :2003/2005/2006 年 て 月号 

分析手法は、 それが有効な 研究領域と有効でない 研究 目 Ma 田 n  Meyer: Research  P ㎝ cy  鴉佗 000)409-434 
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